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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期 

決算年月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月 平成25年５月 平成26年５月 

売上高 （千円） 22,423,110 22,228,571 20,973,288 17,012,228 18,387,159 

経常利益 （千円） 1,881,098 2,023,835 1,902,845 771,314 1,528,676 

当期純利益 （千円） 1,004,590 1,145,615 1,042,813 468,001 917,449 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,150,000 1,150,000 1,150,000 1,150,000 1,150,000 

発行済株式総数 （千株） 19,164 19,164 19,164 19,164 19,164 

純資産額 （千円） 17,308,847 17,927,809 18,359,261 18,711,311 19,181,913 

総資産額 （千円） 23,096,416 24,243,490 24,791,678 23,828,240 25,298,108 

１株当たり純資産額 （円） 903.91 936.33 958.88 977.42 1,014.72 

１株当たり配当額 
（円） 

30.00 30.00 25.00 15.00 20.00 

（１株当たり中間配当額） (15.00) (10.00) (10.00) (7.50) (7.50) 

１株当たり当期純利益 （円） 52.46 59.83 54.46 24.44 48.25 

※潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 74.94 73.95 74.05 78.53 75.82 

自己資本利益率 （％） 5.89 6.50 5.75 2.52 4.84 

株価収益率 （倍） 11.53 8.52 8.39 20.34 11.59 

配当性向 （％） 57.19 50.14 45.91 61.37 41.45 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 4,254,419 2,661,992 1,807,684 1,335,202 1,314,525 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △691,074 △671,911 △1,067,203 △2,381,670 △804,900 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △2,575,898 △481,138 △594,494 △432,555 △399,382 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（千円） 1,868,858 3,377,801 3,523,787 2,044,764 2,155,007 

従業員数 
（人） 

378 359 360 354 349 

［外、平均臨時雇用者数］ [165] [121] [118] [125] [135] 

 （注）１．※当社は、潜在株式がありませんので、数値を記載しておりません。

２．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【沿革】

昭和５年５月 中北辨造、大阪市北区松ケ枝町において自動調節弁の製造開始

昭和12年５月 大阪市北区今井町に移転、株式会社中北製作所設立

昭和14年６月 大阪市城東区蒲生町に移転

昭和35年６月 工場拡張のため大東市に工場建設（第１期工事）

昭和45年５月 大東新工場完成、生産組織を新工場に集約する

昭和46年12月 株式を大阪証券取引所市場第二部に上場する

昭和47年12月 業務一体化のため本社組織を大東市へ移転する

平成６年９月 ＩＳＯ9001（国際品質保証規格）の認証を取得する

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所との現物市場の統合に伴い、東京証券取引所第二部に株式を上場

 

３【事業の内容】

 当社には、グループ企業はありません。当社の協力企業とともに、主として船舶用、発電プラント用などの自動調

節弁、バタフライ弁、遠隔操作装置を製造及び販売しております。

 第87期（平成24年６月１日～平成25年５月31日）、第88期（平成25年６月１日～平成26年５月31日）の販売金額に

より、その比率を示すと、次のとおりであります。

 なお、当社はバルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別に代えて品種別

に示しております。

品種別 主要製品
販売構成比（％）

第87期 第88期

自動調節弁

自力式調整弁

52.1 48.6

他力式調整弁

遠隔操作弁

シリンダー弁

安全弁

空気式自動制御機器

空気式弁操作アクチェータ

原子力プラント用バルブ

過熱蒸気減圧減温装置

その他各種自動制御用特殊弁及び調節機器

  手動バタフライ弁    

バタフライ弁 遠隔操作バタフライ弁 27.0 25.7

  超低温用（ＬＮＧ用）バタフライ弁    

遠隔操作装置
舶用荷役及びバラスト遠隔操作装置

20.9 25.7
舶用遠隔液面指示警報装置

 

４【関係会社の状況】

 該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

  当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売の単一セグメントであるため、従業員数についてはセグメント情報

に関連付けて記載はしておりません。

平成26年５月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

349［135］ 41.7 13.9 5,615,449

 （注）１．従業員数は就業人員であり、平均臨時従業者数（人材会社からの派遣社員を含む）は［ ］内に外数で記載

しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2）労働組合の状況

 当社には、株式会社中北製作所労働組合が組織されており、連合を構成するＪＡＭに属しております。平成26年

５月31日現在の組合員数は、214名であります。

 昭和33年２月組合結成以来、労使関係はきわめて円満に推移し、労働組合との間に特記すべき事項はありませ

ん。
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第２【事業の状況】
（以下に掲げる金額には消費税等は含んでいません。）

１【業績等の概要】

(1）業績

 当事業年度における世界経済は、新興諸国における経済成長の鈍化があるものの、欧州では持ち直しの動きがみ

られ、米国においても緩やかな回復が継続し、全体として回復基調にありました。 

 わが国経済は、政府による経済政策等を背景に、雇用情勢の改善、設備投資に持ち直しの動きがみられ、景気は

緩やかな回復基調にありました。 

 このような経営環境にあって当社は、主要な販売先であります造船業界はもとより、ガスタービン・火力発電用

バルブの受注にも積極的な営業活動を展開し、既存の発電プラントの整備用のバルブ、部品の受注にも注力いたし

ました。 

 その結果、当事業年度における受注高は、舶用関連の回復基調を背景に１８，５３９百万円（対前事業年度比

１８．４％増）となり、２，８８４百万円前事業年度を上回りました。品種別にみますと、自動調節弁８，９６６

百万円、バタフライ弁４，５１１百万円、遠隔操作装置５，０６１百万円となり、対前事業年度比では、それぞれ

５４４百万円増、５８７百万円増、１，７５１百万円増で遠隔操作装置の受注高が大きく増加しました。 

 売上高では、１８，３８７百万円（対前事業年度比８．１％増）となり、１，３７４百万円前事業年度を上回り

ました。品種別では、自動調節弁８，９３５百万円、バタフライ弁４，７１８百万円、遠隔操作装置４，７３３百

万円となり、対前事業年度比では、それぞれ７１百万円増、１２５百万円増、１，１７７百万円増といずれも増加

し、特に遠隔操作装置につきましては前事業年度を大きく上回る実績となりました。輸出関連の売上高は、３，３ 

７９百万円となり、前事業年度を９８百万円上回りました。当事業年度末の受注残高は期首に比べて１５２百万円

増の９，８９０百万円となりました。 

 利益面におきましては、経常利益は１，５２８百万円（対前事業年度比９８．２％増）、当期純利益は９１７百

万円（対前事業年度比９６．０％増）となり、いずれも前事業年度を大幅に上回りました。 

 なお、当社はバルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、上記業績についてはセグメ

ント別に代えて品種別に示しております。 

 

(2）キャッシュ・フロー

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益が１，５２８百万円

（対前事業年度比９８．２％増）となり、有価証券の償還による収入や法人税等の還付がありましたが、売上債権

の増加、定期預金の増加、有価証券の取得による支出、設備投資や配当金の支払により、期首に比べて１１０百万

円の増加（前事業年度は１，４７９百万円の減少）となりました。 

 この結果、当事業年度末の現金及び現金同等物は２，１５５百万円（前事業年度末は２，０４４百万円）となり

ました。 

 また、当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において営業活動の結果獲得した資金は１，３１４百万円（対前事業年度比１．５％減）となりまし

た。 

 これは主として、税引前当期純利益が１，５２８百万円（対前事業年度比９８．２％増）であり、減価償却費

３１５百万円（対前事業年度比２３．６％減）、仕入債務の増加による収入４７１百万円（前事業年度は仕入債務

の減少による支出８２１百万円）、法人税等の還付額１４７百万円があった一方、売上債権の増加による支出１，

０３７百万円（前事業年度は売上債権の減少による収入１，３９４百万円）、法人税等の支払額１２９百万円（対

前事業年度比８１．９％減）があったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動の結果使用した資金は８０４百万円（対前事業年度比６６．２％減）となりまし

た。 

 これは主として、有価証券の償還による収入１，６５３百万円（対前事業年度比８．１％減）があった一方、定

期預金の増加による支出１，５００百万円（対前事業年度比２１．１％減）、有価証券の取得による支出４０１百

万円（対前事業年度比８７．３％減）、投資有価証券の取得による支出４０６百万円(前事業年度は支出０．６百

万円)、固定資産の取得による支出１４７百万円(対前事業年度比１１．２％減)があったことによるものでありま

す。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動の結果使用した資金は３９９百万円（対前事業年度比７．７％減）となりました。 
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 これは主として、配当金の支払額２８７百万円（対前事業年度比３３．４％減）、自己株式の取得による支出

１１２百万円(前事業年度は支出１百万円)によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】

 当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、生産、受注及び販売の状況につい

てはセグメント別に代えて品種別に示しております。

(1）生産実績

 当事業年度の生産実績を品種別に示すと下表のとおりであります。

品種別 第88期（25.６～26.５）（千円） 前年同期比（％）

自動調節弁 8,792,002 101.0

バタフライ弁 4,642,846 102.8

遠隔操作装置 4,657,704 133.6

計 18,092,552 108.3

 （注）１．金額は販売価額で表示しております。

２．上記の生産実績には、協力工場よりの製品の仕入高が以下のとおり含まれています。

第88期（25.６～26.５）（千円） 前年同期比（％）

5,623,544 105.3

 

(2）受注の状況

 当事業年度における品種別の受注状況は次のとおりであります。

品種別
第88期

（25.６～26.５）
受注高（千円）

前年同期比（％）
第88期末

（26.５.31現在）
受注残高（千円）

前年同期比（％）

自動調節弁 8,966,909 106.5 4,526,444 100.7

バタフライ弁 4,511,287 115.0 2,574,227 92.6

遠隔操作装置 5,061,627 152.9 2,789,370 113.3

計 18,539,823 118.4 9,890,041 101.6

 （注） 金額は販売価額で表示しております。
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(3）販売実績

 当事業年度の販売実績を品種別に示すと、次のとおりであります。

 当社の製品は直接販売（メーカーへの直納）が主でありますが、一部は商社を通しても販売しております。

品種別
第88期

（25.６～26.５）
販売高（千円）

前年同期比（％） 販売構成比（％）

自動調節弁 8,935,165 100.8 48.6

バタフライ弁 4,718,447 102.7 25.7

遠隔操作装置 4,733,547 133.1 25.7

計 18,387,159 108.1 100.0

 （注）１．金額は販売価額で表示しております。

２．最近２事業年度の主要な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する比率

相手先
第87期（24.６～25.５） 第88期（25.６～26.５）

金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％）

三菱重工業㈱ 2,653,820 15.6 922,452 5.0

 

３【対処すべき課題】

当社は永年にわたり、舶用向けのバルブ、装置、各種プラント向けバルブの製造に携わり多くの技術、ノウハウを

培い、経験を積んでまいりました。この技術と経験を基礎に「進取発展」の社是のもと、「新技術」へのたゆまぬ研

鑽とより合理性を求めた「ものづくり」の途へのあくなき努力により、時代の要求を先取りできる企業体質作りに邁

進いたします。

当社の生産は、すべてお客様の仕様による「ものづくり」ということで、基本的に多品種少量生産となります。こ

のことは、工作機械の長時間運転も叶わず、組立ラインでは、すべてが手作業ということで、このなかでいかに生産

性を上げるかが永遠の命題となります。

当社は、この永遠の命題に飽くなき努力を重ね、売上高の拡大、利益率の改善に取り組んで行くことが、第一義

的課題であると認識しております。

 最近の当社製品の船舶向け需要動向につきましては、世界的な船舶の過剰感があるものの、造船業界に低船価なが

ら受注回復の動きがみられ、価格競争が厳しいなか、当社としても一段の生産性向上に取り組み、受注獲得に向けた

きめ細かな提案型の営業活動に一段と注力してまいります。

 陸上向け需要動向においては、原子力発電プラント関連の需要は中長期的に停滞しておりますが、その代替として

の一般火力発電所、ガス・蒸気タービン向けのバルブ、既存の発電プラントの整備用バルブやメンテナンス関連の部

品需要の獲得を目指して、今後の受注に注力する所存であります。

 このような受注環境において競争に勝ち抜くため、原価低減活動に努め、生産性向上に取り組んでまいります。こ

れらの活動と合わせ、技能伝承、人材育成をすすめ、信頼されるものづくり企業として、勝残りを目指していく所存

であります。
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４【事業等のリスク】

 有価証券報告書に記載した事業の状況、設備の状況、経理の状況に関する事項のうち、当社の経営成績、株価及び

財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する

事項は、当事業年度末（平成26年５月31日）現在において当社が判断したものであります。

（１）経済情勢の変動による需要先業界の動向

  当社の製品は、すべて受注生産であり、主要需要先は造船業界及び電力業界をはじめとするプラント業界であり

 ります。主要業界の動向及び経済情勢の変動により、当社の経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

（２）為替相場の変動

  当社は、外貨建ての製品輸出及び原材料等の輸入を行っており、為替相場の変動による影響を受ける可能性があ

  ります。為替相場の変動状況に応じて為替予約等によりリスクを軽減させる措置を講じる場合があり、円建て契約

  を増加する等の対策を取っております。また、中国及び韓国との取引においては、為替の円高状況により当社の価

  格競争力の低下による受注環境の悪化につながり、受注価格の低下及び受注金額の減少により当社の業績に悪影響

  を与える可能性があります。

 

（３）品質保証

    当社は、平成６年に品質保証規格ISO9001の認証を取得して以来、これに基づく品質保証システムを構築し、お

 客様に信頼される万全の品質保証体制を築いて運用してまいりました。しかしながら、万一当社製品の欠陥にもと

 づくクレーム事故が発生した場合には、当社の業績及び社会的評価等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

（４）保有有価証券の時価変動

    当社が保有する投資有価証券のうち時価のあるものについて、これらの時価が簿価から著しく下落し、回復の見

 込みのない場合は、評価損を計上する場合があります。多額の有価証券評価損の計上により、当社の業績や財政状

 態に悪影響を及ぼす可能性があります。
 
（５）大規模な自然災害

  当社の生産拠点はすべて本社のある大阪府に集中しており、大規模な地震や風水害等の自然災害が発生した場合

 には、生産設備の破損、物流機能の麻痺等の直接的な損害だけでなく、操業停止や操業度低下に伴う生産能力への

 影響が生じる可能性があります。

 

（６）情報セキュリティー

 当社は、取引先の情報や、当社のノウハウを蓄積した開発情報等の内部機密、更には業務に従事している従業員

の個人情報等、当社の事業を支える重要な情報を保持しております。

  これらの情報資産を保護するため、各種委員会を設け、各種規程を定め、情報セキュリティー管理体制の構築・

  整備や社内教育等を行っております。

  しかしながら、天変地異や、コンピュータ・サーバー・ネットワーク機器の故障に起因するシステム障害からの

  情報の消失、コンピュータウイルスや不正アクセス等による情報漏洩があれば取引先に大きな損失を与えることは

  もちろんのこと、当社の業績や財務状況、事業の継続に大きな影響を与える可能性があります。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

 当社が技術援助等を受けている契約として、平成17年７月29日、株式会社ササクラとの間で「業務提携基本合意

書」を取り交わした、ＬＮＧ船用超低温バタフライ弁の製造販売に関する業務提携契約があります。 

 その主な内容は、以下のとおりであります。 

（１）株式会社ササクラの設計による超低温バタフライ弁で、原則として、日本、韓国、中国で建造されるＬＮＧ運

  搬船に搭載されるものを対象とする。 

（２）当社は、当社が製造販売した超低温弁の正味販売価格の５％を技術料として、株式会社ササクラに支払う。 

（３）契約期間は、契約日から５年間とする。また、両社の合意により契約満了日から１年間ずつ自動更新できるも

  のとする。もし、両社の間で合弁会社を設立したときは、その設立の日までとする。

 なお、平成26年７月31日をもって契約期間満了となりましたが、両社の合意により自動更新いたしました。
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６【研究開発活動】

 当社の研究開発は、急進する技術革新に対処し、かつ需要先のニーズに即応する製品の開発を目指して、３名の開

発専属担当者が中心となり必要に応じて設計部門・現場部門の要員を加えた研究体制で数件の主要なテーマをもって

研究開発を行っております。

 当事業年度においては、研究機関との共同開発による新製品の開発と、現行製品の競争力並びに品質向上に向けて

の検証活動を集中的に進めております。

 なお、当社が支出した研究開発費の総額は21,891千円であります。

 また、当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付け

て記載はしておりません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。以

下の諸点に関する当社の判断と見積りは、財務諸表に大きな影響を及ぼす可能性があります。なお、文中における

将来に関する事項は、当事業年度末（平成26年５月31日）において当社が判断したものであります。

①売上の計上について

 当社の売上高は、製品につきましては、原則として発注書等に基づき顧客に対して製品が出荷された時点で計上

し、サービスの提供（請負工事）につきましては、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用し計上しております。

②貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等につ

いては個別に回収不能見込額を計上しております。

③製品保証引当金

 販売した製品の初期調整費用及び無償によるサービス費用に係る支出に備えるため、過去の実績等に基づいて算

定した金額を計上しております。

④投資及び固定資産の減損

 投資有価証券等については、時価の下落率が50％以上の場合はすべて評価減の対象とし、30％以上50％未満の場

合は２事業年度以上継続した時に個別に回復可能性を検討した上で、評価減の対象としております。 

 固定資産等については、製造事業関連資産と賃貸関連資産とにグルーピングし、各関連資産ごとに将来キャッシ

ュ・フローを見積もり、これをもとにして減損の兆候を判定し、減損損失計上の検討を行います。

⑤退職給付費用

 従業員の退職給付費用及び債務は、割引率や期待運用収益率等の前提条件に基づき算出されております。当社の

場合、割引率1.8％、期待運用収益率2.5％と見積もり、現在の運用状況と近似の数値を採用しております。

 また、当社は適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成19年６月１日をもって同じ確定給付年金制度であ

るキャッシュバランス・プランへ移行しました。この移行に伴う影響は、限定的であります。

⑥偶発事象

 係争事件等の偶発事象による費用負担額は、その発生の可能性が確実で金額が合理的に見積もり可能な時点で計

上しております。

 

(2）当事業年度の財政状態及び経営成績の分析

 当事業年度末の総資産は、前事業年度末と比べ１，４６９百万円増加の２５，２９８百万円となりました。 

これは、現金及び預金が１，１１０百万円、売上債権が１，０３７百万円、投資有価証券が３２３百万円増加し、

有価証券が７５１百万円、有形固定資産が１４８百万円減少したこと等が主要な要因であります。 

 負債の部では、仕入債務が４７１百万円、未払法人税等が５５５百万円増加し、繰延税金負債が３３百万円減少

したこと等により、前事業年度末と比べ、９９９百万円増加の６，１１６百万円となりました。 

 純資産の部では、当期純利益が９１７百万円、その他有価証券評価差額金が２０５百万円となったことにより、

配当金の支払があったものの、前事業年度末と比べ、４７０百万円増加の１９，１８１百万円となりました。 

 利益面におきましては、経常利益で１，５２８百万円（対前事業年度比９８．２％増）、当期純利益では９１７

百万円（対前事業年度比９６．０％増）を計上し、いずれも前事業年度実績を上回りました。 

 なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２事業の状況 １業績等の概要」をご参照ください。 
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第３【設備の状況】
（以下に掲げる金額には消費税等は含んでおりません。）

１【設備投資等の概要】

 当社では、生産性向上と原価低減、さらに事業環境の変化に積極的に対応し更なる事業の発展を目指すための設備

投資を進めております。当事業年度における重要な設備の新設及び改修につきましては、前事業年度末に計画してお

りました工作機械購入計画により、マシニングセンタの新設及びその他工作機械の改良等を行いました。また工場再

編計画により、検査試験装置及びその他の機械装置の移設や、土間改修、電気工事等を行いました。 

 なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

 平成26年５月31日現在の各事業所別の主要な設備配置の状況は次のとおりです。

  なお、当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付け

て記載はしておりません。

事業所名 
（所在地） 設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数

（人） 
土地 

（千円） 
(面積㎡) 

建物 
（千円） 

構築物 
（千円） 

機械及び
装置 
（千円） 

その他設
備 
（千円） 

合計 
（千円） 

工場及び事務所 

（大阪府大東市） 

自動調節弁・遠隔操作装

置生産設備及び販売設備 

179,572 

(24,423.37) 
677,135 181,758 545,606 52,490 1,636,563 298 

本社 

（大阪府大東市） 
統括業務 

2,216 

(325.73) 
20,784 16 ― 944 23,961 15 

東京営業所 

（東京都港区 ） 
販売設備 

― 

(―) 
68 ― ― 1,136 1,205 22 

北九州営業所 

（北九州市小倉北区） 
販売設備 

― 

(―) 
99 ― ― 947 1,047 14 

協力工場 

（大阪府大東市他） 
貸工場 

1,368,337 

(18,037.49) 
263,993 4,000 13,663 7,154 1,657,147 ― 

白浜保養所 

（和歌山県田辺市） 
従業員厚生設備 

980 

(46.29) 
2,656 ― ― ― 3,636 ― 

合計 
1,551,106 

(42,832.88) 
964,738 185,774 559,269 62,673 3,323,562 349 

 （注）１．白浜保養所土地面積（46.29㎡）は共有持分按分面積及び区分所有面積であります。

２．その他設備は、車両運搬具・工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

３．主なリース契約設備は、次のとおりであります。

設置事業所 設備内容 数量
リース期間
（年）

リース料（年間）
（千円）

 
汎用小型コンピュータ及び周辺機器・端末

機・ＣＡＤシステム
１式 １～５ 10,442

本社及び工場等 数値制御工作機械 ３台 １ 1,511

  車両運搬具 23台 １～５ 10,493

計       22,446
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３【設備の新設、除却等の計画】

 当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率、資金負担等を総合的に勘案し計画しております。

 当事業年度末における重要な設備の新設及び改修の計画は次のとおりであります。

 なお、当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付け

て記載はしておりません。

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資予定金額 

資金調達方法 
着手及び完了予定年月 

完成後の増加能力等 
総額 

(百万円) 
既支払額 
(百万円) 

着手 完了 

本社・工場 
(大阪府大東市) 

工作機械 
更新計画 

230 － 自己資金 平成26.5 平成27.5 
生産効率の向上及び

原価低減 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,164,000

計 76,164,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成26年５月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成26年８月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,164,000 19,164,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数 

1,000株

計 19,164,000 19,164,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成14年３月27日

（注）
△1,700 19,164 － 1,150,000 － 515,871

 （注）株式の消却

 

（６）【所有者別状況】

平成26年５月31日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 金融機関 

金融商品取
引業者 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 11 11 65 14 1 1,279 1,381 － 

所有株式数

（単元） 
－ 2,571 36 3,045 605 2 12,850 19,109 55,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ 13.45 0.19 15.93 3.17 0.01 67.25 100 － 

 （注）自己株式260,325株は、「個人その他」欄に260単元、「単元未満株式の状況」欄に325株を含めて記載しており

    ます。
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（７）【大株主の状況】

    平成26年５月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

宮田 彰久 大阪市福島区 2,783 14.52 

中北 健一 兵庫県尼崎市 1,026 5.36 

黒田 知子 兵庫県芦屋市 571 2.98 

渡部 育子 東京都千代田区 571 2.98 

中北 仁子 兵庫県尼崎市 570 2.98 

中北 修 兵庫県尼崎市 550 2.87 

宮田 和子 東京都千代田区 545 2.84 

宮田 宏章 東京都千代田区 531 2.77 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 432 2.26 

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 400 2.09 

計   7,981 41.65 

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    260,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,849,000 18,849 －

単元未満株式 普通株式     55,000 － －

発行済株式総数       19,164,000 － －

総株主の議決権 － 18,849 －

 

②【自己株式等】

平成26年５月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱中北製作所

大阪府大東市深野

南町１番１号
260,000 － 260,000 1.36

計 － 260,000 － 260,000 1.36

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】    会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】
 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成25年11月８日）での決議状況
（取得期間  平成25年11月11日）

260,000 121,680,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 239,000 111,852,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 21,000 9,828,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 8.1 8.1

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 8.1 8.1

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 890 495,748

当期間における取得自己株式 496 277,760

（注）当期間における取得自己株式には、平成26年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 260,325 － 260,821 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成26年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

 株主の皆様への利益配分につきましては、安定した配当を継続することを基本とし、当該期の業績や翌期の予想を

斟酌し具体的配当額を決定しております。また、当社は、株主の皆様に対する利益還元の一環として自己株式の取得

及び消却を検討し、かつ実施してまいりましたが、今後も機動的な自己株式の取得を検討してまいりたいと存じま

す。

  当社は、剰余金の配当につきましては年２回の配当を行うことを基本方針としており、株主総会の決議により期末

配当を、また、取締役会の決議により毎年11月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨、定款に定めてお

ります。

 内部留保資金につきましては、事業環境の変化に積極的に対応し更なる事業の発展を目指すための設備投資や、財 

務体質を一層強化し安定した経営基盤づくりを計るための、株主資本の充実等を総合的に判断しながら活用する所存

であります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 
（千円）

１株当たり配当額 
（円）

平成26年１月10日 

取締役会決議
141,784 7.5

平成26年８月28日 

定時株主総会決議
236,295 12.5

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月 平成25年５月 平成26年５月

最高（円） 805 603 564 530 615

最低（円） 529 380 446 385 450

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における市場相場によっています。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年12月 平成26年１月 平成26年２月 平成26年３月 平成26年４月 平成26年５月

最高（円） 527 615 571 560 556 575

最低（円） 470 510 503 520 520 526

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における市場相場によっています。
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５【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
  中北 健一 昭和24年１月25日生 

 
昭和48年４月 株式会社中北製作所入社 

昭和55年９月 営業部課長 

昭和58年９月 営業部次長 

昭和60年８月 取締役・営業本部長 

平成５年８月 常務取締役・営業本部長 

平成９年２月 代表取締役常務取締役・営業本部長 

平成11年８月 代表取締役専務取締役・営業本部長 

平成16年８月 代表取締役社長（現） 
 

（注）4 1,026 

代表取締役 

専務取締役 
管理部門管掌 大平 文人 昭和24年11月３日生 

 
昭和47年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行 

平成11年４月 同行大阪駅前法人営業部長 

平成13年５月 株式会社関西銀行（現株式会社関

西アーバン銀行）本店支配人 

平成16年２月 同行常務取締役兼常務執行役員 

平成16年６月 同行専務取締役兼専務執行役員 

平成20年６月 株式会社中北製作所経理部顧問 

平成20年８月 

 
平成22年８月 

 
平成26年８月 

専務取締役・管理部門管掌並びに

経理部長 

代表取締役専務取締役・管理部門

管掌並びに経理部長 

代表取締役専務取締役・管理部門

管掌（現） 
 

（注）4 5 

常務取締役 
営業本部長兼 

技術部管掌 
池田 昭彦 昭和30年７月20日生 

 
昭和55年４月 株式会社中北製作所入社 

平成２年９月 技術部装置設計課長 

平成８年９月 技術部次長（装置設計担当） 

平成９年９月 技術部長（装置設計担当） 

平成17年８月 取締役・技術部長（装置設計担当) 

平成20年８月 取締役・営業本部長 

平成21年８月 

平成22年８月 

常務取締役・営業本部長 

常務取締役・営業本部長兼技術部

管掌（現） 
 

（注）4 4 

取締役   川端 伸也 昭和22年８月20日生 

 
昭和49年４月 検事任官（大阪等の地検検事歴

任） 

平成12年４月 大阪高検刑事部長 

平成13年10月 最高検察庁検事 

平成19年１月 検事退官 

平成19年５月 弁護士登録（京都弁護士会)(現） 

平成19年８月 株式会社中北製作所取締役（現） 

平成20年６月 

平成22年４月 

京都府公益認定等審議会会長 

大阪大学法科大学院特任教授(現) 
 

（注) 4 

 
－ 

取締役 
製造本部長兼 

工務部長 
水元 範男 昭和24年９月９日生 

 
昭和48年10月 株式会社中北製作所入社 

平成17年９月 工務部油圧装置工場課長 

平成19年９月 生産管理部次長 

平成21年６月 工務部長 

平成21年９月 

平成22年６月 

 

平成22年８月 

理事工務部長 

理事製造本部長兼工務部長兼生産

管理部長 

取締役・製造本部長兼工務部長兼

生産管理部長 

平成25年８月 取締役・製造本部長兼工務部長

(現) 
 

（注）4 2 

取締役 
技術部開発室

長 
宮田 彰久 昭和55年１月31日生 

 
 平成19年８月 株式会社中北製作所入社 

平成20年７月 生産管理部生産企画課長兼生産管

理課長 

平成21年６月 資材調達部次長兼製造企画室次長 

平成24年３月 営業部次長 

平成26年６月 技術部開発室長 

平成26年８月 取締役・技術部開発室長(現) 
 

（注）4 2,783
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

監査役 

(常勤監査役) 
  黒木 宣行 昭和30年８月12日生 

 
昭和57年10月 株式会社中北製作所入社 

平成８年９月 技術部計装設計課長 

平成16年９月 技術部次長（計装設計担当） 

平成17年８月 品質保証部長 

平成20年８月 取締役・品質保証部長 

平成24年７月 

平成24年８月 

取締役・品質保証部管掌 

常勤監査役（現） 
 

（注）5 8 

監査役   小網 和秀 昭和18年９月３日生 

 
昭和41年４月 株式会社三和銀行（現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

平成３年１月 同行上本町支店長 

平成４年９月 同行融資部（東京）部付部長 

平成６年７月 田辺製薬株式会社入社（現田辺三

菱製薬株式会社） 

平成17年６月 同社取締役常務執行役員 

平成19年６月 同社常務執行役員 

平成19年８月 株式会社中北製作所監査役（現） 
 

（注）6 5 

監査役   大嶋 文夫 昭和23年４月23日生 

 
昭和46年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行 

平成６年７月 同行中之島支店長 

平成９年１月 同行心斎橋支店長 

平成11年５月 同行船場法人部長 

平成13年６月 株式会社クオーク（現株式会社セ

ディナ）常務取締役 

平成14年６月 同社専務取締役 

平成20年６月 

 

平成22年８月 

ライジングキャリア開発株式会社

代表取締役社長 

株式会社中北製作所監査役（現） 
 

（注）6 － 

監査役   杉本 照明 昭和25年２月26日生 

 
昭和48年４月 株式会社中北製作所入社 

平成５年８月 経理部課長 

平成17年９月 経理部次長 

平成19年12月 

平成24年８月 

経理部長 

監査役（現） 
 

（注）5 14 

        計   3,847 

 （注）１．取締役・技術部開発室長宮田彰久氏は代表取締役社長中北健一氏の娘婿であります。

２．取締役川端伸也氏は、社外取締役であります。

３．監査役小網和秀氏及び大嶋文夫氏は、社外監査役であります。

４．平成26年８月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成24年８月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成23年８月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査
役１名を選出しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

（氏名） （生年月日） （略 歴）   （所有株式数）

奥野 泰久 昭和28年１月３日生 昭和60年４月 弁護士登録（東京弁護士会）（現） －

    昭和60年４月 松尾総合法律事務所  

    平成７年２月 弁理士登録（現）  

    平成10年７月 ルーヴェン・カトリック大学客員教授  

   

 平成12年10月 デバント・ヴァンヘッケ・ラーガ・レー

シュ法律事務所（現リンクレイターズ・

デバント法律事務所)客員弁護士

 

    平成15年12月 鈴榮特許綜合法律事務所  

    平成17年４月 ニューブリッジ総合法律事務所  

    平成20年５月 吉田淳一法律事務所  

    平成24年７月 はるかぜ総合法律事務所（現）  
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、継続企業として、コーポレート・ガバナンスの重要性につきましては十分認識しており、経営の迅速な意

思決定、透明性、公正性を高めるため、内部統制システムを整備・運用し、定期的なＩＲ活動を含めた適時適切な情

報開示に努めるとともに、現行の取締役・監査役体制を維持しコーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

また、当社の生産は、すべてお客様の仕様による「ものづくり」であり、火力・原子力発電所をはじめ社会の公共的

なインフラとなるプラント等で数多くの製品が使用されていることから、お客様ひいては社会に信頼される「ものづ

くり企業」であり続けることを企業理念としております。

 この企業理念のもとで、長年この分野で培った技術と品質に裏打ちされた製品・サービスを提供することで「もの

づくり企業」としての社会的責任を果たすとともに、コンプライアンスにも重きを置いた企業活動を継続するなか

で、全てのステークホルダーの皆様にご満足いただけるような企業価値の確保・向上に努めております。特に、当社

の企業価値は、 

  ①熟練した技術を有する人的資産及び高度な品質管理体制に裏打ちされた高度な技術力・品質管理力 

  ②長年にわたる顧客との強固な信頼関係 

  ③創業以来、脈々と生き続ける「フロンティア・スピリット（進取発展）」 

   をその源泉としております。

 この伝統を守りつつ当社は、企業の社会性を認識し企業価値のより一層の向上を目指して、信頼される「ものづく

り企業」として活動してまいります。

 

 ①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

 平成26年８月29日現在、当社の取締役会は６名で構成されており、このうち１名が社外取締役であります。これ

は、取締役の意思決定及び職務の執行において、より客観的な視点を導入する目的をもって平成19年８月29日開催の

定時株主総会において、当社として最初の社外取締役が選任されたものであり、現在に至っております。また、当社

は監査役制度採用会社であります。当社の監査役会は４名で構成されており、うち２名の非常勤の社外監査役を選任

しております。

 当社では、取締役会のほか、業務執行のための経営会議体として社長・専務・常務の３名で構成される「常務会」

を設けており、必要に応じて担当役員等をメンバーに加えて経営戦略あるいは個別の業務執行について審議してお

り、変化の激しい経営環境に対応できるように少人数で討議し、迅速かつ的確な意思決定に努めております。

 監査役は、毎月開催される取締役会等の重要会議に出席し、業務執行から独立した客観的な視点から意見を述べる

ことにより、法令・定款等に違反しないようにチェックしております。なお、監査役が欠けた場合に備え、補欠の社

外監査役を１名選任しております。また、社内監査役は、日頃から適時、適切な情報収集を行うとともに社内各部門

とのコミュニケーション等を通じて、取締役の業務執行を監視しております。

 

ロ．企業統治の体制を採用する理由

 当社は、監査役会設置会社であり社外監査役を含めた監査役による監査機能の実効性を高める一方、会社業務に精

通した社内取締役５名と特にコンプライアンスの観点から有効と考えております社外取締役１名により構成される少

人数の取締役会による経営形態からなるコーポレート・ガバナンス体制を採用しています。また、取締役の説明責任

を明確にするために取締役の任期を１年とし、取締役に対する信任を株主総会にて確認できる機会を設けることに努

めております。

 監査役会の実効性を高めるため、監査役室と内部監査室を同フロアに配置し、日常の円滑で綿密なコミュニケーシ

ョンを実施するとともに連携の強化を図っております。
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ハ．コーポレート・ガバナンスと内部統制の仕組み

 

ニ．内部統制システムの整備状況

   当社は法令に従い、業務の適性を確保するための体制の整備について取締役会で決議し、公正で健全な経営に努

 めております。この決議の内容は、次のとおりです。

  《取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための

体制（内部統制システム）構築の基本方針》

  当社は、コーポレート・ガバナンスの重要性については十分認識しており、経営の迅速な意思決定、透明性、公

 正性を高めるため、内部統制システムを整備し、強化することが不可欠であり、内部統制システム構築の基本方針

 を次のとおりとする。

  １．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制（会社法第362条

   ４項６号、会社法施行規則第100条１項４号）

     当社は、コンプライアンスの不徹底が当社の経営基盤を揺るがしうることを十分認識し、コンプライアン

    スの徹底を経営の基本原則と位置づけし、その実践のためコンプライアンスマニュアルを定め、取締役およ

    び使用人が法令、定款その他社内規程を遵守し、社会規範等に沿った行動をとる指針とする。

     また、内部通報制度を設け、法令等の違反を早期に発見し、未然に防ぐ体制を整えるものとする。

 

  ２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制（会社法施行規則第100条１項１号）

     当社は、取締役会議事録、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書その他の情報を、情報セキュリテ

    ィマニュアル、書類管理規程等の社内規程に従って、適切に保存および管理し、必要に応じて保存および管

    理状況の検証、規程等の見直しを行う。
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  ３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条１項２号）

     当社は、事業活動に係る様々なリスクの管理と現実化を未然に防止するため、コンプライアンス委員会お

    よびリスク管理委員会を設置し、リスク情報を収集・分析して予兆の早期発見を行うとともに、万一、リス

    クが現実化したときには迅速かつ的確な施策が実施できるように規程、マニュアル等を整備して、リスク管

    理体制の構築、維持、向上を図る。

 

  ４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条１項３号）

     当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規則により定めている事項および付議基準に該当す

    る事項は、すべて取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を行う。また、取締役会で定期的に

    各取締役から職務執行状況の報告を受け、職務執行の妥当性および効率性の監督等を行う。日常の職務執行

    については、職務権限分掌規程に基づき権限の委譲を行い、権限と責任を明確化して迅速な職務執行を確保

    するとともに、必要に応じて規程の見直しを行い、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制の

    構築、維持、向上を図る。

 

  ５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当該

   使用人の取締役からの独立性に関する事項（会社法施行規則第100条３項１号、２号）

     監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、当社の使用人から監査役補助者を任

    命することとする。その人事は、取締役と監査役が協議して決定する。

 

  ６．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制（会社法施行規

   則第100条３項３号）

     監査役は、取締役会のほか、取締役並びに各職場の部長および所属長が出席し、月１回定例的に開催され

    る総合会議等に出席することができるものとし、重要な意思決定の過程および業務の執行を把握するととも

    に、必要に応じて取締役等にその説明を求めることができるものとする。

     また、取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、速やかに

    監査役に報告するものとする。

 

  ７．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条３項４号）

     監査役が、その職務を執行するために必要と判断したときは、いつでも取締役または使用人に対して調

    査、報告等を要請し、重要な書類の閲覧や重要な委員会等に出席する。また、監査役は代表取締役、顧問弁

    護士、会計監査人と定期的に意見交換する。

 

  ８．財務報告の信頼性を確保するための体制

     当社は、内部統制報告書の提出を有効かつ適切に行うため、「財務報告に係る内部統制基本方針」を別途

    定め、代表取締役社長の下、財務報告に係る内部統制を整備し、運用・評価する体制を構築する。

 

  ９．反社会的勢力を排除するための体制

     反社会的勢力および団体とは一切の関係を遮断し、不当な要求に対しては総務部が総括部署となり、河北

    ブロック企業防衛協議会、所轄の警察および顧問弁護士と連携をとりながら、毅然とした態度で対応する。

     また、外注、下請先とも「反社会的勢力の排除に関する覚書」を交わし、反社会的勢力との関係遮断につ

    いての取り組みを推進する。

 

 ②内部監査及び監査役監査の状況

   当社の内部監査部門は、社長直属の内部監査室を平成18年３月に設置し、監査役会とも連携しながら各種委員会に

  参加して、その任にあたっております。また、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度の実施にあたっては、財務

  報告に係る内部統制委員会の事務局として活動しました。提出日現在、内部監査室長を含む３名の構成となっており

  ます。

   内部監査室は財務報告に係る内部統制委員会の事務局として、取締役会制定の財務報告に係る内部統制基本方針の

  立案に関与し、財務報告に係る内部統制活動の評価委員としても活動するほか、年間計画に基づき業務監査も実施し

  ております。年度末には財務報告に係る内部統制の評価報告書の立案を行います。

   監査役会は、２名の社内監査役（常勤・非常勤各１名）と２名の社外監査役とから構成されております。なお、監

  査役が欠けた場合に備え、補欠の社外監査役を１名選任しております。

   監査機能としましては、監査役が前述のとおり取締役会等の重要会議には必ず出席するとともに、内部監査室の監

  査と無駄に重複することのないように、それぞれの立場から有効な監査を行うため計画段階から十分な打ち合わせと

  調整の上で、内部監査を実施することとしております。

   なお、社内監査役杉本照明氏は、当社の経理部門において長年の実務経験があり、財務及び会計に関する相当程度

  の知識を有しております。
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  ③社外取締役及び社外監査役

  当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

  社外取締役川端伸也氏は、法曹界で長年培った専門的な知見と高度な倫理観から特にコンプライアンスや法律上の

問題に関する助言について期待されており、証券取引所の要請による独立役員として届出しております。

  社外監査役小網和秀氏及び大嶋文夫氏は、当社の主要取引銀行の出身ではありますが、いずれも退行後10年前後経

過していること及びその間の他社での経営者としての経験から、当社が社外監査役に必要としている要件を満たして

いると考えております。そのため、社内だけの視点に偏しない独立した客観的な立場に立脚した当社経営への助言

と、経営者の業務執行に対する監視機能を果たすことが期待できると思慮しております。

 当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針は設けておりませんが、選任にあ

たっては、証券取引所の企業行動規範及び独立役員の確保に係る実務上の留意事項等を参考にしております。

  また、当社と社外取締役及び社外監査役は、定款及び会社法第427条第１項の規定により賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額となります。ただし、そ

の責任限度が認められるのは、その責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限り

ます。

  なお、当社と当社の社外取締役及び社外監査役との間には、社外監査役小網和秀氏が当社株式を平成26年５月31日

現在5,000株保有しているほか、人的関係・資本的関係及びその他の特別の利害関係はありません。

 社外監査役小網和秀氏の出身であります㈱三菱東京ＵＦＪ銀行に対して、当社は平成26年５月31日現在450,000千

円借入金があります。また同社は、平成26年５月31日現在当社の株式を発行済株式総数の1.77%である339,312株保有

しており、当社は同社の親会社であります㈱三菱東京ＵＦＪフィナンシャルグループの株式を24,180株保有しており

ます。当社と、同氏が過去において取締役であった田辺三菱製薬㈱との間には人的関係・資本的関係及びその他の特

別の利害関係はありません。

 社外監査役大嶋文夫氏の出身であります㈱三井住友銀行に対して、当社は平成26年５月31日現在600,000千円借入

金があります。また同社は、平成26年５月31日現在当社の株式を発行済株式総数の2.26%である432,375株保有してお

り、当社は同社の親会社であります㈱三井住友フィナンシャルグループの株式を6,409株保有しております。当社

と、同氏が過去において取締役であった㈱セディナ及びライジングキャリア開発㈱との間には人的関係・資本的関係

及びその他の特別の利害関係はありません。

 

  ④会計監査の状況

      会計監査につきましては、当社の会計監査人であります公認会計士西納 功氏並びに優成監査法人の共同監査を受

    けております。また、会計監査に関して監査役と会計監査人は、監査の基本方針、基本計画を協議するほか、随時に

    監査の現況について意見交換し、四半期末及び期末監査結果の報告前に必要な協議を行っております。

      監査の状況は次のとおりです。
 
      １．業務を執行した公認会計士の氏名及び所属

         公認会計士西納功事務所        公認会計士 西納  功氏

          優成監査法人 指定社員・業務執行社員 公認会計士 加藤 善孝氏

     優成監査法人 指定社員・業務執行社員 公認会計士 本間 洋一氏

      継続監査年数については全員７年以内であるため記載を省略しております。
 
   ２．監査業務に係る補助者の構成

     公認会計士４名 その他６名

 

 ⑤役員報酬等

  イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の

総額（千円）
対象となる

役員の員数

（人）基本報酬

取 締 役

（社外取締役を除く） 107,160 107,160 4

監 査 役

（社外監査役を除く） 20,400 20,400 2

社外役員 17,400 17,400 3

合 計 144,960 144,960 9

（注）上記には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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  ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

   当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は特に定めておりません。

   取締役及び監査役の報酬は、株主総会の決議により、取締役全員及び監査役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度

  額を決定しております。

   役員退職慰労引当金は、平成17年８月30日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度が廃止されたため以降

  の期間に対応する引当額はなく、残額は退任時に支給されることが決定しております。

 

 ⑥株式の保有状況

  イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄及び貸借対照表計上額の合計額

    35銘柄 1,384,736千円

 

  ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

   前事業年度

    特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

丸一鋼管㈱ 120,000 302,160 友好関係維持のため

㈱名村造船所 222,600 215,254 取引関係の維持強化のため

木村化工機㈱ 270,000 175,230 取引関係の維持強化のため

日本ピラー工業㈱ 213,000 149,313 取引関係の維持強化のため

㈱神鋼環境ソリューション 200,000 75,000 取引関係の維持強化のため

佐世保重工業㈱ 537,000 58,533 取引関係の維持強化のため

㈱タクマ 65,000 51,350 取引関係の維持強化のため

コクヨ㈱ 72,200 50,973 友好関係維持のため

㈱ササクラ 51,000 38,199 取引関係の維持強化のため

三精輸送機㈱ 93,000 37,014 友好関係維持のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 6,409 25,988 取引関係の維持強化のため

飯野海運㈱ 44,906 25,731 取引関係の維持強化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 24,180 14,387 取引関係の維持強化のため

兵機海運㈱ 103,000 13,905 取引関係の維持強化のため

㈱商船三井 26,934 9,938 取引関係の維持強化のため

住友重機械工業㈱ 21,600 9,396 取引関係の維持強化のため

㈱ＩＨＩ 24,000 9,096 取引関係の維持強化のため

㈱りそなホールディングス 16,000 7,392 取引関係の維持強化のため

㈱神戸製鋼所 35,972 4,928 取引関係の維持強化のため

中部電力㈱ 2,650 3,495 取引関係の維持強化のため

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 6,332 2,710 取引関係の維持強化のため

ＪＳＲ㈱ 1,063 2,117 取引関係の維持強化のため

日本ガイシ㈱ 1,000 1,300 取引関係の維持強化のため

サノヤスホールディングス㈱ 2,640 578 取引関係の維持強化のため
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銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

千代田化工建設㈱ 368 409 取引関係の維持強化のため

㈱石井鐵工所 1,000 277 取引関係の維持強化のため

中外炉工業㈱ 1,000 252 取引関係の維持強化のため

内海造船㈱ 1,000 190 取引関係の維持強化のため

第一生命保険㈱ 1 140 取引関係の維持強化のため

 

   当事業年度

    特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

丸一鋼管㈱ 120,000 300,000 友好関係維持のため

㈱名村造船所 222,600 183,645 取引関係の維持強化のため

日本ピラー工業㈱ 213,000 161,667 取引関係の維持強化のため

木村化工機㈱ 270,000 129,060 取引関係の維持強化のため

㈱神鋼環境ソリューション 200,000 68,600 取引関係の維持強化のため

コクヨ㈱ 72,200 56,749 友好関係維持のため

佐世保重工業㈱ 537,000 54,237 取引関係の維持強化のため

三精テクノロジーズ㈱ 93,000 41,385 友好関係維持のため

㈱タクマ 65,000 39,780 取引関係の維持強化のため

㈱ササクラ 51,000 33,252 取引関係の維持強化のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 6,409 26,308 取引関係の維持強化のため

飯野海運㈱ 46,469 23,978 取引関係の維持強化のため

兵機海運㈱ 103,000 15,450 取引関係の維持強化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 24,180 13,855 取引関係の維持強化のため

㈱ＩＨＩ 24,000 10,248 取引関係の維持強化のため

㈱商船三井 26,934 9,830 取引関係の維持強化のため

住友重機械工業㈱ 21,600 9,763 取引関係の維持強化のため

㈱りそなホールディングス 16,000 8,512 取引関係の維持強化のため

㈱神戸製鋼所 35,972 5,072 取引関係の維持強化のため

中部電力㈱ 2,650 3,240 取引関係の維持強化のため

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 6,332 2,602 取引関係の維持強化のため

日本ガイシ㈱ 1,000 2,110 取引関係の維持強化のため

ＪＳＲ㈱ 1,063 1,816 取引関係の維持強化のため

サノヤスホールディングス㈱ 2,640 572 取引関係の維持強化のため
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銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

千代田化工建設㈱ 368 442 取引関係の維持強化のため

㈱石井鐵工所 1,000 216 取引関係の維持強化のため

中外炉工業㈱ 1,000 198 取引関係の維持強化のため

内海造船㈱ 1,000 159 取引関係の維持強化のため

第一生命保険㈱ 100 150 取引関係の維持強化のため

 

    ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当

      事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

     該当事項はありません。

 

 ⑦取締役の定員及び選任の決議要件

   当社は、取締役の定員を10名以内とする旨、及び、取締役は、株主総会において、議決権を行使することができる

  株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数によって選任する旨、かつ、選任決議につ

  いては累積投票を排除する旨、定款に定めております。

 

 ⑧株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項及びその理由

   当社は、経営状況・財産状況その他の事情に応じて、機動的に自己の株式を取得することができるようにするた

  め、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議をもって、市場取引等により自己の株式を取得することが

  できる旨、また、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議をも

  って毎年11月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨、定款に定めております。

 

 ⑨株主総会の特別決議要件を変更した内容及びその理由

   当社は、株主総会の特別決議を適時かつ円滑に行えるようにするため、会社法第309条第２項に定める株主総会の

  特別決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分

  の２以上に当たる多数をもって行う旨、定款に定めております。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

19 － 19 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 監査報酬の決定に際し、特に方針はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 なお、当事業年度（平成25年６月１日から平成26年５月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第

61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第88期事業年度（平成25年６月１日から平成26年５

月31日まで）の財務諸表について、公認会計士西納 功氏並びに優成監査法人による監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

  当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、また、同機構や監査法人等の行うセミナーに参加しております。 
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成25年５月31日) 

当事業年度 
(平成26年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,544,764 6,655,049 

受取手形 ※３ 709,180 ※３ 1,202,600 

電子記録債権 3,675 1,013,530 

売掛金 5,753,069 5,287,187 

有価証券 1,352,555 600,560 

商品及び製品 891,486 877,072 

仕掛品 1,459,453 1,410,320 

原材料及び貯蔵品 1,347,681 1,431,253 

前渡金 502,000 500,000 

前払費用 6,451 5,329 

繰延税金資産 178,866 216,765 

その他 148,262 5,214 

貸倒引当金 △32,530 △37,710 

流動資産合計 17,864,916 19,167,174 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 1,048,283 964,738 

構築物（純額） 223,336 185,774 

機械及び装置（純額） 594,281 559,269 

車両運搬具（純額） 1,636 1,061 

工具、器具及び備品（純額） 52,998 61,612 

土地 1,551,106 1,551,106 

建設仮勘定 746 359 

有形固定資産合計 ※１ 3,472,390 ※１ 3,323,922 

無形固定資産    

ソフトウエア 38,118 27,421 

電話加入権 3,027 3,027 

その他 1,296 1,162 

無形固定資産合計 42,441 31,611 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,277,332 2,600,637 

従業員に対する長期貸付金 16,760 11,365 

破産更生債権等 2,249 1,467 

その他 154,398 163,397 

貸倒引当金 △2,249 △1,467 

投資その他の資産合計 2,448,491 2,775,400 

固定資産合計 5,963,323 6,130,934 

資産合計 23,828,240 25,298,108 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年５月31日) 
当事業年度 

(平成26年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 ※３ 133,124 ※３ 156,924 

買掛金 2,281,622 2,729,453 

1年内返済予定の長期借入金 － 1,850,000 

未払金 157,837 145,531 

未払費用 103,355 104,147 

前受金 16,040 43,442 

賞与引当金 222,000 218,000 

製品保証引当金 102,000 110,000 

未払法人税等 － 555,633 

未払消費税等 45,689 36,605 

その他 16,843 16,788 

流動負債合計 3,078,513 5,966,527 

固定負債    

長期借入金 1,850,000 － 

繰延税金負債 55,132 22,048 

退職給付引当金 23,626 17,355 

役員退職慰労引当金 45,160 45,160 

資産除去債務 35,422 36,023 

その他 29,075 29,080 

固定負債合計 2,038,416 149,668 

負債合計 5,116,929 6,116,195 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,150,000 1,150,000 

資本剰余金    

資本準備金 515,871 515,871 

その他資本剰余金    

自己株式処分差益 963,715 963,715 

資本剰余金合計 1,479,586 1,479,586 

利益剰余金    

利益準備金 287,500 287,500 

その他利益剰余金    

別途積立金 8,000,000 8,000,000 

繰越利益剰余金 7,549,453 8,181,542 

利益剰余金合計 15,836,953 16,469,042 

自己株式 △9,997 △122,345 

株主資本合計 18,456,543 18,976,283 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 254,767 205,629 

評価・換算差額等合計 254,767 205,629 

純資産合計 18,711,311 19,181,913 

負債純資産合計 23,828,240 25,298,108 
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②【損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成26年５月31日) 

売上高 17,012,228 18,387,159 

売上原価    

製品期首たな卸高 1,062,010 891,486 

当期製品製造原価 9,254,554 9,731,528 

当期製品仕入高 5,338,133 5,623,544 

合計 15,654,698 16,246,558 

製品期末たな卸高 891,486 877,072 

製品売上原価 14,763,211 15,369,486 

売上総利益 2,249,017 3,017,672 

販売費及び一般管理費    

販売手数料 51,955 45,533 

運賃及び荷造費 333,135 379,627 

給料及び手当 612,920 610,051 

福利厚生費 112,629 113,463 

賞与引当金繰入額 54,279 50,728 

退職給付費用 39,979 28,442 

通信費 22,204 16,701 

旅費及び交通費 44,860 45,166 

減価償却費 23,707 21,162 

租税公課 26,386 31,571 

研究開発費 ※ 32,680 ※ 21,891 

貸倒引当金繰入額 △7,187 5,162 

その他 312,976 298,470 

販売費及び一般管理費合計 1,660,527 1,667,973 

営業利益 588,489 1,349,698 

営業外収益    

受取利息 59,900 59,805 

受取配当金 24,803 27,009 

不動産賃貸料 80,361 83,766 

為替差益 18,170 9,055 

雑収入 18,859 18,689 

営業外収益合計 202,095 198,326 

営業外費用    

支払利息 17,925 16,282 

固定資産除却損 958 2,617 

雑損失 386 448 

営業外費用合計 19,269 19,348 

経常利益 771,314 1,528,676 

税引前当期純利益 771,314 1,528,676 

法人税、住民税及び事業税 231,000 655,000 

法人税等調整額 72,312 △43,772 

法人税等合計 303,312 611,227 

当期純利益 468,001 917,449 
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【製造原価明細書】

 

   
前事業年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当事業年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
比率
（％）

金額（千円）
比率
（％）

１ 材料費   3,849,728 41.4 3,992,379 41.1

２ 労務費   2,016,739 21.7 2,016,250 20.8

３ 経費   3,434,487 36.9 3,703,979 38.1

（うち減価償却費）   (359,261)   (267,559)  

（うち外注加工費）   (2,165,716)   (2,452,722)  

当期総製造費用   9,300,956 100.0 9,712,609 100.0

期首仕掛品棚卸高   1,452,882   1,459,453  

合計   10,753,838   11,172,063  

期末仕掛品棚卸高   1,459,453   1,410,320  

他勘定振替高  ※２ 39,831   30,214  

当期製品製造原価   9,254,554   9,731,528  

           

 

 
前事業年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

 

 
当事業年度

（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

 

 １ 原価計算の方法

 個別実際原価計算制度を採用しております。

 同左

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 

研究開発費 32,680 千円

その他 7,151 千円

 

 

研究開発費 21,891 千円

その他 8,323 千円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日） 

               (単位：千円) 

  株主資本 評価・換算
差額等 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

  

資本準備金 

その他資
本剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
自己株式
処分差益 

別途積立金 繰越利益
剰余金 

当期首残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 7,512,244 △8,603 18,420,728 △61,467 

当期変動額                   

剰余金の配当           △430,792   △430,792   

当期純利益           468,001   468,001   

自己株式の取得             △1,394 △1,394   

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 316,234 

当期変動額合計 － － － － － 37,209 △1,394 35,814 316,234 

当期末残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 7,549,453 △9,997 18,456,543 254,767 

 

 

当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日） 

                 (単位：千円) 

  株主資本 
評価・換算

差額等 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

  

資本準備金 

その他資
本剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
自己株式
処分差益 別途積立金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 7,549,453 △9,997 18,456,543 254,767 

当期変動額                   

剰余金の配当           △285,360   △285,360   

当期純利益           917,449   917,449   

自己株式の取得             △112,347 △112,347   

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 △49,138 

当期変動額合計 － － － － － 632,088 △112,347 519,740 △49,138 

当期末残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 8,181,542 △122,345 18,976,283 205,629 
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④【キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年６月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成26年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 771,314 1,528,676 

減価償却費 412,638 315,227 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,187 5,162 

賞与引当金の増減額（△は減少） △15,000 △4,000 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △23,000 8,000 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △93,980 △6,270 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,570 － 

受取利息及び受取配当金 △84,703 △86,815 

支払利息 17,925 16,282 

有形固定資産除却損 958 2,617 

売上債権の増減額（△は増加） 1,394,261 △1,037,392 

たな卸資産の増減額（△は増加） 357,541 △20,024 

前渡金の増減額（△は増加） 12,000 2,000 

仕入債務の増減額（△は減少） △821,499 471,630 

その他 53,749 30,277 

小計 1,971,447 1,225,372 

利息及び配当金の受取額 98,719 87,736 

利息の支払額 △17,521 △16,017 

法人税等の支払額 △717,443 △129,873 

法人税等の還付額 － 147,308 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,335,202 1,314,525 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） △1,900,000 △1,500,000 

有価証券の取得による支出 △3,153,763 △401,656 

有価証券の償還による収入 1,798,119 1,653,125 

投資有価証券の取得による支出 △600 △406,892 

投資有価証券の償還による収入 1,000,000 6,800 

投資有価証券の売却による収入 4 0 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △165,842 △147,248 

その他 40,412 △9,029 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,381,670 △804,900 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △1,394 △112,347 

配当金の支払額 △431,161 △287,034 

財務活動によるキャッシュ・フロー △432,555 △399,382 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,479,023 110,242 

現金及び現金同等物の期首残高 3,523,787 2,044,764 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,044,764 ※ 2,155,007 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

…期末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品…個別法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)

原材料及び貯蔵品…移動平均法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産(リース資産を除く)

 定率法

 ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用することとし

ています。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

 建物       3～50年

 機械及び装置    12年

(2）無形固定資産 (リース資産を除く)

 ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。

(3）リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年５月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４．消費税等の会計処理

 税抜方式を採用しています。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2）賞与引当金

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しています。

(3）製品保証引当金

 販売した製品の初期調整費用及び無償によるサービス費用に係る支出に備えるため、過去の実績等に基づ

いて算定した金額を計上しております。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

 また、過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定

率法により費用処理しており、数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（10年）による定率法により、翌事業年度から費用処理しています。

 なお、当社は、確定給付型の制度として従来、適格退職年金制度を採用していましたが、労働組合との間

で協定を交わし、適格退職年金制度から同じ確定給付型のキャッシュバランス・プランへと、平成19年６月

１日より移行しました。それにくわえて退職一時金制度を設けています。

(5）役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上していましたが、平成17年８月

30日開催の株主総会におきまして役員退職慰労金制度が廃止されましたので、以降の期間に対応する引当額

は計上していません。
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６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

７．ヘッジ会計の方法

 外貨建売上については為替変動リスクに備えるため事前に為替予約を行うことがあります。当社の為替予約

は原則として個別予約であり、所定のリスク基準に従いヘッジ条件を満たすものに限定しております。なお、

会計処理は振当処理を採用しています。

８．外貨建資産負債の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。ただし、振当処理を行っている外貨建売掛金については、予約レートにより計上しています。
 

（未適用の会計基準等）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日）

(1）概要

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並

びに開示の拡充等について改正されました。

(2）適用予定日

 退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年５月期の期首から適用します。

 なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の財務諸表に対しては

遡及適用しません。

(3）当該会計基準等の適用による影響

 退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価

中であります。

 

（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

 前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた電子記録債権は、金額的重要性が増した

ため、当事業年度より独立掲記することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため前事業年度

の財務諸表の組み替えを行っております。

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形」に表示していた712,855千円は

「受取手形」709,180千円、「電子記録債権」3,675千円として組み替えております。
 

（有価証券明細表）

 財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略

しております。

 

（貸借対照表関係）

   ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度 

（平成25年５月31日） 
当事業年度 

（平成26年５月31日） 

有形固定資産の減価償却累計額 4,105,788千円 4,367,890千円 

 
    ２ 受取手形裏書譲渡高

 
前事業年度 

（平成25年５月31日） 
当事業年度 

（平成26年５月31日） 

受取手形裏書譲渡高 31,113千円 38,856千円 
 

   ※３ 期末日満期手形

      期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行わ

     れたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は以下のとおりであります。

 
前事業年度 

（平成25年５月31日） 
当事業年度 

（平成26年５月31日） 

受取手形 －千円 140,818千円 

支払手形 － 36,393

 

- 32 -

2014/08/29 12:00:49／14991159_株式会社中北製作所_有価証券報告書（通常方式）



（損益計算書関係）

 ※ 研究開発費の総額（当期製造費用に含まれている研究開発費はありません。）

 
前事業年度 

（自 平成24年６月１日 
  至 平成25年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年６月１日 

  至 平成26年５月31日） 

研究開発費の総額 32,680千円 21,891千円 

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式        

普通株式 19,164,000 － － 19,164,000

自己株式        

普通株式（注） 17,506 2,929 － 20,435

 （注） 自己株式の普通株式の増加2,929株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(１）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年８月29日 

 定時株主総会 
普通株式 287,197 15.0 平成24年５月31日 平成24年８月30日 

平成25年１月11日 

  取締役会 
普通株式 143,595 7.5 平成24年11月30日 平成25年２月８日 

 

(２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年８月28日 

 定時株主総会 
普通株式 143,576 利益剰余金 7.5 平成25年５月31日 平成25年８月29日 
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当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式        

普通株式 19,164,000 － － 19,164,000

自己株式        

普通株式（注） 20,435 239,890 － 260,325

 （注） 自己株式の普通株式の増加239,890株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による239,000株、単元未満株

式の買取りによる890株であります。

 

２．配当に関する事項

(１）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年８月28日 

 定時株主総会 
普通株式 143,576 7.5 平成25年５月31日 平成25年８月29日 

平成26年１月10日 

  取締役会 
普通株式 141,784 7.5 平成25年11月30日 平成26年２月７日 

 

(２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成26年８月28日 

 定時株主総会 
普通株式 236,295 利益剰余金 12.5 平成26年５月31日 平成26年８月29日 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  ※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当事業年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

現金及び預金勘定 5,544,764千円 6,655,049千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,500,000  △5,000,000 

有価証券勘定に含まれる現金同等物 －  499,957 

現金及び現金同等物 2,044,764  2,155,007 
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

 該当事項はありません。

② リース資産の減価償却の方法

 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年５月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）
 

 
前事業年度（平成25年５月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 69,085 69,085 －

合計 69,085 69,085 －

 

（単位：千円）
 

 
当事業年度（平成26年５月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 － － －

合計 － － －

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成25年５月31日）
当事業年度

（平成26年５月31日）

未経過リース料期末残高相当額    

１年内 － －

１年超 － －

合計 － －

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当事業年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

支払リース料 5,059 －

減価償却費相当額 5,059 －
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(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成25年５月31日）
当事業年度

（平成26年５月31日）

１年内 2,433 8,335

１年超 2,870 11,769

合計 5,304 20,104

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

    当社は、運転資金、設備資金についてはまず営業キャッシュ・フローで獲得した資金を投入し、不足分に

  ついて必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。また、資金運用については、短期的な預金等に限

  定しております。デリバティブ取引に関しては、為替変動のリスクに備えるため外貨建売掛金の月ごとの入

  金予定額の範囲内で契約する方針を採っております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

    受取手形、電子記録債権、売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに期日管理及び残高管理を定期

  的に行いリスク低減を図っております。また、外貨建営業債権に係る為替の変動リスクに対しては、必要に

  応じて為替予約を利用してヘッジしております。なお、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

  て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎としてヘッジ有効性評価を

  行っております。デリバティブ取引に関しては、主要取引銀行との通常の契約であるため、リスクはほとん

  どないと認識しております。取引の執行・管理については経理部にて行っております。なお、明文の管理規

  程は特に設けておりません。

   有価証券及び投資有価証券は株式及び債券等であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しており

 ます。

   一年内返済予定の長期借入金は、運転資金及び設備資金に係る資金調達であります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
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前事業年度（平成25年５月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 5,544,764 5,544,764 －

(2）受取手形 709,180 709,180 －

(3）電子記録債権 3,675 3,675 －

(4）売掛金 5,753,069 5,753,069 －

(5）有価証券及び投資有価証券 3,441,254 3,452,083 10,829

  資産計 15,451,944 15,462,773 10,829

(1）支払手形 133,124 133,124 －

(2）買掛金 2,281,622 2,281,622 －

(3）長期借入金 1,850,000 1,850,637 637

 負債計 4,264,747 4,265,384 637

 

当事業年度（平成26年５月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 6,655,049 6,655,049 －

(2）受取手形 1,202,600 1,202,600 －

(3）電子記録債権 1,013,530 1,013,530 －

(4）売掛金 5,287,187 5,287,187 －

(5）有価証券及び投資有価証券 3,019,364 3,015,428 △3,936

  資産計 17,177,733 17,173,796 △3,936

(1）支払手形 156,924 156,924 －

(2）買掛金 2,729,453 2,729,453 －

(3）一年内返済予定の長期借入金 1,850,000 1,850,061 61

 負債計 4,736,378 4,736,439 61

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形、（3）電子記録債権、(4）売掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(5) 有価証券及び投資有価証券

 時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又は取引金融機関から提示

された価格によっております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価

証券関係」をご参照ください。

負 債  

(1）支払手形、(2）買掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

 によっております。

(3）一年内返済予定の長期借入金

   これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

   価値により算定しております。
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      ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成25年５月31日）
当事業年度

（平成26年５月31日）

非上場株式 188,633 181,833

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（5）有

価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 

   ３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成25年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 5,544,764 － － －

受取手形 709,180 － － －

電子記録債権 3,675 － － －

売掛金 5,753,069 － － －

有価証券及び投資有価証券        

満期保有目的の債券        

(1）社債 1,350,000 － － －

合計 13,360,690 － － －

 

当事業年度（平成26年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 6,655,049 － － －

受取手形 1,202,600 － － －

電子記録債権 1,013,530 － － －

売掛金 5,287,187 － － －

有価証券及び投資有価証券        

満期保有目的の債券        

(1）社債 100,000 － 400,000 －

(2）その他 500,000 － － －

合計 14,758,368 － 400,000 －

 

- 38 -

2014/08/29 12:00:49／14991159_株式会社中北製作所_有価証券報告書（通常方式）



   ４．長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成25年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 － 1,850,000 － － － －

合計 － 1,850,000 － － － －

 

当事業年度（平成26年５月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 1,850,000 － － － － －

合計 1,850,000 － － － － －
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券
 
前事業年度（平成25年５月31日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

(1）社債 801,575 814,900 13,324

小計 801,575 814,900 13,324

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

(1）社債 550,979 548,485 △2,494

小計 550,979 548,485 △2,494

合計 1,352,555 1,363,385 10,829

 
当事業年度（平成26年５月31日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

(1）社債 506,163 502,500 △3,663

(2）その他 499,957 499,685 △272

小計 1,006,121 1,002,185 △3,936

合計 1,006,121 1,002,185 △3,936

 
２．その他有価証券

前事業年度（平成25年５月31日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 1,172,059 729,133 442,925

(2）債券      

 ①社債 803,440 800,000 3,440

小計 1,975,499 1,529,133 446,365

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 113,199 163,717 △50,518

小計 113,199 163,717 △50,518

合計 2,088,698 1,692,851 395,847

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 188,633千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

   と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
 

当事業年度（平成26年５月31日） 

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 959,332 582,215 377,117

(2）債券      

 ①社債 810,340 800,000 10,340

小計 1,769,672 1,382,215 387,457

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 243,570 311,529 △67,958

小計 243,570 311,529 △67,958

合計 2,013,243 1,693,744 319,499

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 181,833千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

   と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として従来、適格退職年金制度を採用していましたが、労働組合との間で協定

を交わし、適格退職年金制度から同じ確定給付型のキャッシュバランス・プランへと、平成19年６月１日よ

り移行しました。

 また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成25年５月31日）

(1）退職給付債務（千円） △1,664,912

(2）年金資産（千円） 1,684,832

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2）（千円） 19,920

(4）会計基準変更時差異の未処理額（千円） －

(5）未認識数理計算上の差異（千円） △36,855

(6）未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） △6,691

(7）貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6)（千円) △23,626

(8）前払年金費用（千円） －

(9）退職給付引当金(7)－(8）（千円） △23,626

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（平成25年５月31日）

(1）勤務費用（千円） 97,558

(2）利息費用（千円） 29,859

(3）期待運用収益（千円） △34,570

(4）会計基準変更時差異の費用処理額（千円） －

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 34,370

(6）過去勤務債務の費用処理額（千円） △1,735

(7）退職給付費用(1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)（千円） 125,482

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

 

(2）割引率

前事業年度
（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

1.8％

 

(3）期待運用収益率

前事業年度
（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

2.5％
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(4）数理計算上の差異の処理年数 

 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、翌事業年度から費用

処理することとしております。）

 

(5）過去勤務債務の費用処理年数

 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、費用処理することと

しております。）

 

当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として従来、適格退職年金制度を採用していましたが、労働組合との間で協定

を交わし、適格退職年金制度から同じ確定給付型のキャッシュバランス・プランへと、平成19年６月１日よ

り移行しました。

 また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,664,912千円

勤務費用 97,467 

利息費用 29,968 

数理計算上の差異の発生額 △49,739  

退職給付の支払額 △218,516 

退職給付債務の期末残高 1,524,092 

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 1,684,832千円

期待運用収益 42,120 

数理計算上の差異の発生額 16,929  

事業主からの拠出額 65,355 

退職給付の支払額 △201,254 

年金資産の期末残高 1,607,982 

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調

整表

積立型制度の退職給付債務 1,376,170千円

年金資産 △1,607,982 

  △231,812 

非積立型制度の退職給付債務 147,922 

未積立退職給付債務 △83,890 

未認識数理計算上の差異 95,932 

未認識過去勤務費用 5,314 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 17,355 

     

退職給付引当金 17,355 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 17,355 

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

勤務費用 97,467千円

利息費用 29,968 

期待運用収益 △42,120 

数理計算上の差異の費用処理額 △7,591 

過去勤務費用の費用処理額 △1,377 

確定給付制度に係る退職給付費用 76,347 
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(5）年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券   23％

株式   31 

生保一般勘定   44 

その他   2 

合 計   100 

 

② 長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.8％

長期期待運用収益率 2.5％

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年５月31日）
 
 

当事業年度
（平成26年５月31日）

（繰延税金資産）      

退職給付引当金 9,021千円   6,185千円

役員退職慰労引当金 16,095   16,095

賞与引当金 84,382   77,695

棚卸資産 29,974   28,689

未払事業税 －   40,144

その他 131,080   139,777

繰延税金資産合計 270,553   308,586

（繰延税金負債）      

未収事業税 5,739   －

その他有価証券評価差額金 141,080   113,869

繰延税金負債合計 146,819   113,869

繰延税金資産の純額 123,733   194,716

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年５月31日）
 

当事業年度
（平成26年５月31日）

法定実効税率 38.01％   38.01％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.26   0.68

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.57   △0.32

住民税均等割 0.67   0.34

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －   0.94

その他 △0.05   0.33

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.32   39.98

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

  「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税
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金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年６月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については従来の38.01％から35.64％になります。

  この税率変更により、繰延税金資産が14,414千円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

  当社は、従業員立体駐車場用土地の所有者との間で締結している事業用定期借地権設定契約に基づき、

退去時における原状回復義務を有しているため、資産除去債務を計上しております。

 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.698％を使用して資産除去債務の金額を計算してお

ります。

 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当事業年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

期首残高 34,830千円 35,422千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

時の経過による調整額 591 601

資産除去債務の履行による減少額 － －

その他増減額（△は減少） － －

期末残高 35,422 36,023

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

      当社は、バルブ及び遠隔操作装置製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載は省略しております。 
 

【関連情報】

      前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

            １．製品及びサービスごとの情報

                                                （単位：千円）

  自動調節弁 バタフライ弁 遠隔操作装置 合計

外部顧客への売上高  8,863,371 4,593,301 3,555,556 17,012,228

 

             ２．地域ごとの情報

（1）売上高

                                              （単位：千円）

日本 中国 韓国 台湾 その他 合計

 13,731,548 1,792,072 801,978 87,662  598,966 17,012,228

(注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（2）有形固定資産

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

         ３．主要な顧客ごとの情報

                                              （単位：千円）

 顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

三菱重工業㈱ 2,653,820
バルブ及び遠隔操作装置製

造・販売事業
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      当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

            １．製品及びサービスごとの情報

                                                （単位：千円）

  自動調節弁 バタフライ弁 遠隔操作装置 合計

外部顧客への売上高 8,935,165 4,718,447 4,733,547 18,387,159

 

             ２．地域ごとの情報

（1）売上高

                                              （単位：千円）

日本 中国 韓国 台湾 その他 合計

15,008,088 1,839,867 1,033,144 114,261 391,797 18,387,159

(注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（2）有形固定資産

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

         ３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略して

おります。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

       該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

       該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

       該当事項はありません。 
 

当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

       該当事項はありません。 
 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

       該当事項はありません。 
 

当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

       該当事項はありません。 
 

【関連当事者情報】

 前事業年度（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）

  該当事項はありません。

 

 当事業年度（自 平成25年６月１日 至 平成26年５月31日）

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当事業年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

１株当たり純資産額 977.42円 1,014.72円

１株当たり当期純利益金額 24.44円 48.25円

  （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

     ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成24年６月１日
至 平成25年５月31日）

当事業年度
（自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日）

当期純利益金額（千円） 468,001 917,449

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 468,001 917,449

期中平均株式数（株） 19,145,745 19,014,661

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
当期首残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額及び
減損損失累計
額又は償却累
計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 2,539,536 12,219 590 2,551,165 1,586,427 95,761 964,738 

構築物 522,130 － － 522,130 336,355 37,561 185,774 

機械及び装置 2,295,393 94,310 17,980 2,371,723 1,812,453 126,925 559,269 

車両運搬具 58,934 － － 58,934 57,872 575 1,061 

工具、器具及び備品 610,330 42,450 16,388 636,393 574,780 33,619 61,612 

土地 1,551,106 － － 1,551,106 － － 1,551,106 

建設仮勘定 746 359 746 359 － － 359 

有形固定資産計 7,578,179 149,339 35,705 7,691,813 4,367,890 294,443 3,323,922 

無形固定資産              

ソフトウェア 447,737 9,953 1,455 456,236 428,814 20,650 27,421 

電話加入権 3,027 － － 3,027 － － 3,027 

その他 2,000 － － 2,000 837 134 1,162 

無形固定資産計 452,765 9,953 1,455 461,263 429,652 20,784 31,611 

  （注）有形固定資産の「当期増加額」のうち、主なものは以下のとおりであります。

 (機械及び装置） マシニングセンタ 24,700 千円

  自動パレットラック 21,676 千円

  高圧蒸気試験装置 7,759 千円

 

【社債明細表】

 該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 1,850,000 0.83 平成27年３月

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,850,000 － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 1,850,000 1,850,000 － －

 （注）平均利率は当期末現在の残高及び利率を使用して計算いたしました。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 （注） 34,779 5,180 764 17 39,177

賞与引当金 222,000 218,000 222,000 － 218,000

製品保証引当金 102,000 110,000 102,000 － 110,000

役員退職慰労引当金 45,160 － － － 45,160

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収による取崩額17千円であります。

 

【資産除去債務明細表】

 本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

① 流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 4,649

預金の種類  

当座預金 1,248,681

普通預金 1,719

定期預金 5,400,000

小計 6,650,400

合計 6,655,049

 

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

共和実業㈱ 393,733

㈱カナックス 250,829

郵船商事㈱ 196,525

㈱名村造船所 125,625

内海造船㈱ 44,200

その他 191,686

合計 1,202,600

 

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成26年６月 139,740

７月 343,974

８月 294,633

９月 268,679

10月 104,876

11月 50,696

合計 1,202,600
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ハ．売掛金 

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

三菱日立パワーシステムズ㈱ 829,768

今治造船㈱ 749,146

ジャパンマリンユナイテッド㈱ 689,460

㈱大島造船所 273,947

三菱重工業㈱ 212,626

その他 2,532,237

合計 5,287,187

 

売掛金の回収状況及び滞留期間

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率
（％）

滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C) 

(A) ＋ (B) 
 

 
 (A) ＋ (D)  

  ２  

  (B)  

  365  
 

5,753,069 19,201,718 19,667,600 5,287,187 78.8 104.9

 （注） 当期発生高には消費税等を含めています。

ニ．商品及び製品

内訳 金額（千円）

自動調節弁 438,712

バタフライ弁 228,150

遠隔操作装置 210,209

合計 877,072

 

 

ホ．仕掛品

内訳 金額（千円）

自動調節弁 1,113,802

バタフライ弁 3,903

遠隔操作装置 292,614

合計 1,410,320

 

ヘ．原材料及び貯蔵品

内訳 金額（千円）

主材 306,730

素材 79,864

部分品 1,044,658

合計 1,431,253
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② 固定資産

イ．投資有価証券

区分 金額（千円）

株式 1,384,736

債券 1,215,900

合計 2,600,637

 

 

 

③ 流動負債 

イ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

福西電機㈱ 22,686

住友精密工業㈱ 14,784

アローエンジニヤリング㈲ 13,347

三田青写真㈱ 13,169

ナニワ機電 11,749

その他 81,187

合計 156,924

 

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成26年６月 30,370

７月 31,740

８月 46,753

９月 46,685

10月 1,374

合計 156,924

 

ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

㈱日本自動調節器製作所 886,962

㈱オーバル 153,472

㈱佐賀電機製作所 136,445

㈱京製メック 111,233

三井ミーハナイトメタル㈱ 107,255

その他 1,334,085

合計 2,729,453
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 4,389,345 9,511,808 13,636,766 18,387,159

税引前四半期（当期）純利益

金額（千円）
307,844 755,641 1,093,439 1,528,676

四半期（当期）純利益金額

（千円）
186,800 458,523 663,499 917,449

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
9.76 23.99 34.83 48.25

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
9.76 14.24 10.84 13.43
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日 11月30日及び５月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
  (特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
  (特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番 三井住友信託銀行株式会社

取次所                     ――――――――――

買取手数料 無料（但し、証券会社の手数料は除く。）

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 なし

 
 （注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利と株主割当による募集株式及

び募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第87期）（自 平成24年６月１日 至 平成25年５月31日）平成25年８月29日近畿財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成25年８月29日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

第88期第１四半期報告書（自 平成25年６月１日 至平成25年８月31日）平成25年10月11日近畿財務局長に提出

第88期第２四半期報告書（自 平成25年９月１日 至平成25年11月30日）平成26年１月10日近畿財務局長に提出

第88期第３四半期報告書（自 平成25年12月１日 至平成26年２月28日）平成26年４月11日近畿財務局長に提出

(4)臨時報告書

平成25年８月30日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に

おける議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成26年７月８日近畿財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（公認会計士

等の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

(5)自己株券買付状況報告書

報告期間（自 平成25年11月１日 至平成25年11月30日）平成25年12月６日近畿財務局長に提出

(6)有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成25年９月30日近畿財務局長に提出

事業年度（第86期）（自 平成23年６月１日 至 平成24年５月31日）及び事業年度（第87期）（自 平成24年

６月１日 至 平成25年５月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びその確認書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 
 

         平成26年８月21日

株式会社中北製作所    

 

  取締役会 御中  

 

  公認会計士 西納功事務所 

 

      公認会計士 西納    功        印 

 

  優成監査法人 

 

 
 指定社員

業務執行社員
  公認会計士 加藤  善孝        印 

         

 
 指定社員

業務執行社員
  公認会計士 本間  洋一        印 

 
＜財務諸表監査＞

 私並びに当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社中北製作所の平成25年６月１日から平成26年５月31日までの第88期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 私並びに当監査法人の責任は、私並びに当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。私並びに当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、私並びに当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私並び

に当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私並びに当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 私並びに当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 私並びに当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社中北製作所の平成26年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

 私並びに当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社中北製作所

の平成26年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 私並びに当監査法人の責任は、私並びに当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。私並びに当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私並びに当監査

法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき内部統制監査を実施することを求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、私並びに当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響

の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び

評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 私並びに当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 私並びに当監査法人は、株式会社中北製作所が平成26年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と私並びに当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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